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Abstract： The author has participated in Mpumalanga Secondary Science Initiative (MSSI) Phase 

I from 1999 to 2001, and Phase II from 2003 to 2006, too. In Phase I , the main purpose 
is to advance the teaching ability through the making the system of on-the-job school 

base training system (540 schools in a state). In Phase II , we try to improve the lesson in 
classroom with teacher training, and aimed at the development of student understanding 

in mathematics and sciences in total. In this paper, we focus on the actual condition of the 

lesson study for the classroom improvement which has been an important subject in this 

project, and discuss the results and problems. 
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１　中等理数科教員再訓練プロジェクト

（MSSI）の背景

　南アフリカの初等中等教育について当該国政府は初等

中等教育の改善は優先順位の高い重要政策としており，

教育機会の拡充と教育の質的改善を目指している．生徒

の理数科の成績については IEA（国際教育到達度評価学

会）の第３回国際数学・理科教育調査報告として示され

ており，1）2）3）4）このこととの関連における中等数学の教

育環境，教員の数学教育に関する認識及び現職教育の必

要性については，３年間継続したベースライン調査をも

とに検討を加えてきた．5）もとより教育の質的改善を求

めていくためには多くの環境整備が必要になる．中でも

教員の教科指導の力量の状況は決定的な意味を持つと考

えられる．特に現職教員の資格取得・向上については中

央政府・教育省，州教育省等の施策（教員養成機関の再

編統合，資格取得・向上機会の拡大，各種教育基金措置

等）により年次的に大きな成果を挙げつつある．1991
年には不十分資格者40％であったが1999年には25％に
なったという報告もある．6）このように南アフリカは今，

教育改革のまっただ中にある．OBE（Outcomes-Based 

Education）を基本理念とする新しい教育の展開を2005
年までに方向づけるという革新的な Curriculum 2005の
具現化を目指す大改革である．7）8）このような教育改革

の大きなうねりの中でムプマランガ州中等理数科教員再

訓練プロジェクト（MSSI）を立ち上げることになった．

　ところで，南アフリカ国内の教育調査によると，

Grade 4の児童対象の調査から Literacy については図－

１，Numeracy については図－２のような結果になったと

報告されている．9）

　図－１，２のグラフは達成率が百分率で示されている

ものである．ここでともに左から５番目のグラフで示さ
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れているMPはMSSIプロジェクトの対象となるムプマ

ランガ州を表しており，Literacy及び Numeracyともに，

当該州児童については他州と比べて上位の割合が小さ

く，下位の割合が大きいことが分かる．

２　MSSI の基本構想

⑴　プロジェクトの目標は，対象とする地区をカバー

するワークショップを実施し，そのことを通して学校

ベースの現職研修システム（校内研修・クラスター研

修）づくりを進めて教員の指導力向上・授業改善を図

ることであり，生徒の理数科における内容理解の改善

を目指すことにある．

⑵　実施主体は対象とする州であるムプマランガ州教

育省であり，協力主体は国際協力機構（JICA）及び

プレトリア大学である．パートナーシップと共にオー

ナーシップの醸成を図る．

⑶　日本での理数科教員養成者研修，専門家派遣による

ワークショップ等への協力，モニタリング評価等につ

いて広島大学及び鳴門教育大学が共同で協力をする．

このとき，技術移転の考え方，方法よりも経験提供型

モデルを重視する．

⑷　現地でのワークショップを計画的に実施し，校内研

修・授業研究につなぐようにする．またその経過をモ

ニタリングし，ワークショップ等の内容・方法の改善

に役立てる．

⑸　州内10地区・全540校の全理数科教員を対象とし，
対象学年は Grade８，Grade９とする．実施対象地区

を１年次（４地区），２年次（４＋４地区），３年次

（４＋４＋２地区）と拡大し，３年間で全10地区をカ
バーするようにする．

３　MSSI Phase Ⅰから Phase Ⅱへ

⑴　Phase Ⅰの成果

①指導者ワークショップの内容・展開が日本での理数科

教員養成者研修内容の伝達型から共有型に移行し，次

第に整備されてきた新しい教科書教材との関連を考慮

した開発型の要素も見られるようになりつつある．

②地区レベルワークショップにおいて，２年次，３年

次になるに従って，CI（Curriculum Implementer，指

導主事）中心の展開から参加者である HOD（Head of 

Department，教科主任）主体の活動ができるようになっ

てきている．

③地区レベルワークショップ，MSSI実施校の校内研修

を地方教育行政担当者が支援・協力する体制がつくら

図－１　Literacy 達成率の州別比較

図－２　Numeracy 達成率の州別比較 図－３　MSSI Phase Ⅰシステム
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れてきた．

④ CIが中心となって地区レベルワークショップ，授業

研究等の実施の目的，内容，方法等についての手引き

書（図－４）を編集・発行し，その活用が図られるよ

うになった．10）

⑤地区レベルワークショップの成果として，近隣の

HODの勤務校で授業研究会を開催できる地区が出て

きた．

⑥校内研修実施状況のモニタリング評価が形式的にでも

次第に定着してきた．

⑵　Phase Ⅰの課題

①2002年の行政改革によりムプマランガ州10地区が３
行政区に再編統合された．それに伴い PhaseⅠで重要

な位置を占めていた CIの大規模な配置転換がなされ，

CIの協力体制が分断される事態も生じている．

②新カリキュラム実施に伴う各種の校外出張の機会が増

え，教員不在の時間帯が生じていること，出張に付随

する旅費，食費等の対応が困難なこと等で，平常日の

地区レベルワークショップの時間的確保が難しくなっ

てきている．

③MSSIの対象地区が３行政区（旧全10地区）に拡がり，
研修内容・方法の共有化が難しくなってきている．

④校内研修実施状況等が報告されているが，その内容，

質については様々な課題が山積している．

⑶　Phase Ⅱの展開

⑴　PhaseⅡは，2003年４月から2006年３月までの３年
間とし，州内３行政区全域，学年は Grade10～12を
対象とする．

⑵　PhaseⅡでターゲットとなってくるクラスター研修

（近隣の複数学校共同研究会組織による研修）と校内

研修の関係についての展開モデルを開発することが必

要である．特に CL（Cluster Leader，研究会組織のリー

ダー）の積極的な活動が重要な位置を占める．

⑶　授業改善のための教材，指導方法の具体的な展開に

ついてスタディガイド（教材集，指導資料）を編集し

活用を図る．この成否についてはプレトリア大学，ム

プマランガ州教育省の役割が大きい．

⑷　PhaseⅠにおける理数科教員養成者研修（日本での

受入研修）については，PhaseⅡでは CLが主要な参

加メンバーになることを想定している．理数科教員

養成者研修における研修内容がクラスター研修・校内

研修にどう生かされるかは PhaseⅡの成果に大きく関

わっている．

４　数学科授業研究とその事例

　PhaseⅠの前半は指導者・地区レベルワークショップ

に重点が置かれていたが，後半には，その焦点が授業改

善に移行していった．ところが現実には，一部の教師を

除いて，公式を憶えさせて，それを利用し答を出すこと

に終始している一方的な一斉指導の授業がある．またグ

ループ学習を取り入れても，その形態だけになっている

例も多い．

⑴　教材内容の基礎的な理解は授業改善に欠かせない条

件である．しかし理数科教員養成者研修（日本受入研

修）では，その対応は微々たるものである．州教育省

が進めている地元大学との連携による様々な教師の力

量形成研修を，さらに計画的・継続的に進める必要が

ある．

⑵　学校・教師の自主的な取り組みによるクラスター研

修が進められることが望ましいが，研究会活動や近隣

の学校との共同研究等の経験は殆ど持っていない．ま

た現実的に移動距離や交通手段の問題も大きい．その

ために，2002年に州教育省が地理的条件，学校数等
をもとにクラスターを提示した．これをもとにしたク

ラスター活動についての申請（登録）書の例が図－５

に示されている．

⑶　校内研修として，いつ，何を，どのように実施した

かを簡単なフォームにまとめるようにしたものが図－

６に示されている．教科主任がとりまとめ，校長が確

認することになっている．これは CIの学校訪問時に

提出したり，教育省に報告したりすることになる．

⑷　クラスター研修や校内研修において，授業を実施

するときの授業観察のフォームの例が図－７に示され

ている．時間の経過の中で教師と生徒がどういう活

動をしていたのかを記録していく方法である．簡単な

フォームではあるが，印象だけの授業後の話し合いに

比べて，活動の目的や方法が協議の場で取り上げられ

ることは大きな意味がある．

図－４　ワークショップ，授業研究等実施の手引き




